
特集 ICT がもたらす世界規模でのパラダイム
　シフト第 1 部

情報通信の現況・政策の動向第 2 部

■ 構　成
平成 26 年版　情報通信白書のポイント

ICT の全世界的かつ生活のあらゆる局面での浸透と、それに伴う不可逆的な経済・
社会的な変革をパラダイムシフトととらえ、その進展状況と今後の動向を展望する。

第 5 章：情報通信の現況
平成 25 年度における総務省実施の承認統計・業務統計を中心に、日本の情報通信の現状
を示す最新のデータを掲載

第 6 章：情報通信政策の動向
平成 25 年度における情報通信分野での最新の政策動向について、総務省の取組を中心に
記述

ICT の地球的規模での浸透と途上国での様々な社会的課題の解決に向けた活用状況を紹介

第 1 章：地球的規模で浸透する ICT

第 2 章：ICT による成長と国際競争力強化
我が国産業界における ICT 利活用の現状及び成長のエンジンとしての ICT の意義を示し、
各国 ICT 産業の現状を踏まえ、ICT 分野における我が国の国際競争力強化に向けた方向性
を分析

第 3 章：データが切り拓く未来社会
我が国産業界におけるビッグデータの先進的事例を紹介するとともに、データ流通量及び
データ活用による効果の推計並びにオープンデータ・パーソナルデータに係る現況等を分析

第 4 章：ICT の急速な進化がもたらす社会へのインパクト
スマートフォン等の普及が我々のライフスタイル等に及ぼす変化について分析を行うととも
に、社会経済の各分野における先進的な ICT 利活用事例を紹介。あわせて安心・安全なイ
ンターネット利用環境の構築に向けた取組等について説明



地球的規模で浸透する ICT

ICT による成長と国際競争力強化

第 1 章

第 2 章

○�インターネット、携帯電話等の ICTは、新興国や途上国地域でも急激に普及が進み地球的規模で浸透。途上国
においても ICTを活用して、様々な社会的課題に対応。

図表　世界の携帯電話普及率と途上国で浸透する ICT

2000年：世界の携帯電話普及率12.1％ 携帯電話契約数 2012年：世界の携帯電話普及率89.5％
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○世界的に堅調な成長が続く ICT市場において、ハード⇒ソフトへのシフトが進む。
○�各国主要 ICT企業の変遷等を分析した結果、「規模の経済の追求」「スピード」「人材・技術」の重要性が指摘さ
れる。
○我が国の ICT企業は、インド、中国、ASEAN地域等を最も有望視
図表　世界における ICT市場の成長率（予測） 図表　ICT産業における主要成功要因（KFS） 図表　ICT企業が今後最も有望視している国・地域
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○ �ICT の活用により利益増加に繋げている企業は 16％あり、多くの企業には ICTの活用による業績改善の余地
がある。
○各企業が ICT投資を拡大させることで、日本の経済成長に寄与。

図表　企業における ICTの利益貢献 図表　ICT投資がもたらす経済成長
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データが切り拓く未来社会第 3 章

○ �2013 年の国内データ流通量は 8年前の約 8.7 倍となったほか、2012年には 60.9 兆円に及ぶ売上向上効果
に寄与するなどデータ活用は様々な価値を創出。
○Ｇ空間情報と ICTの融合によって、暮らしに新たな変革がもたらされることが期待される。

図表　データ国内流通量の推移 図表　�データ活用による売上向上効果の推計
（2012年）

図表　�GIS の用途拡大希望分野（地方公共団体アンケー
ト）
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ICT の急速な進化がもたらす
社会へのインパクト第 4 章

○我が国のスマートフォン保有者では SNS、動画視聴、Eコマースなどのサービス利用が進んでいる。
○�企業のICT環境は整いつつあるものの、テレワーク導入率は１割程度。他方で、男女問わず過半数の層でテレワー
クの利用意向あり。

図表　スマートフォン・タブレットでのサービス利用

図表　スマートフォン購入後のサービスの利用頻度変化 図表　商品別のネット購入と実店舗購入の比較 図表　テレワークの利用意向

図表　企業の ICT環境整備とテレワーク導入率
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○地図情報のオープンデータ化は企業のニーズが高いが、地方公共団体からの提供は途上の段階。
○緊急時や生命に関わる目的に対してはパーソナルデータ提供への許容度が高い。
図表　�オープンデータとして提供中または提供を検

討中の公共データ（地方公共団体アンケート）
図表　�オープンデータのニーズが高い公共

データ（企業アンケート）
図表　�パーソナルデータを提供しても良いと考える

ケース（公共目的）

70.4
50.7

42.3
38.0

32.4
22.5
22.5
21.1

16.9
16.9
14.1
12.7

23.0
14.0

22.0
17.0
18.0

15.0
11.0

17.0

14.0
11.0
14.0
16.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）
各種調査・統計データ

行政サービス・市民サービス分野の各種情報
防災分野の各種情報

各種公共施設情報（所在地・利用案内など）
観光分野の各種情報

医療・介護・福祉分野の各種情報
教育分野の各種情報
地図・地形・地質情報
交通分野の各種情報

環境・エネルギー分野の各種情報
各種の土地利用・インフラ関連情報

防犯分野の各種情報

提供している公共データ
（N=71)
提供する方向で検討中の
公共データ（N=100)

59
43

38
35

30
30

19
18
16

13
12
11

8
8

4
4

42

0 10 20 30 40 50 60 70（社）
地図・地下

交通
防災・保安・安全
都市計画・建築
医療・介護
統計・調査

個人・住民情報
公開方法等

気象
入札・調達・補助金等
環境・エネルギー

特許
法人情報
許認可
電波
法令
その他 提供してもよい 条件によって提供してもよい どんな場合でも提供したくない

45.5 45.5 

33.6 33.6 

26.4 26.4 

25.3 25.3 

16.2 16.2 

16.6 16.6 

14.0 14.0 

13.2 13.2 

44.9 44.9 

54.4 54.4 

58.4 58.4 

59.5 59.5 

63.3 63.3 

62.1 62.1 

64.0 64.0 

63.3 63.3 

9.6 9.6 

12.0 12.0 

15.2 15.2 

15.2 15.2 

20.5 20.5 

21.3 21.3 

22.0 22.0 

23.5 23.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

大規模災害などの緊急時の場合

防災に関わる内容の場合

国民の健康・福祉に関わる場合（医療・新薬開発等）
国家・国民の安全保障に関わる内容の場合

（テロ対策・防犯・犯罪捜査など）
公共サービスの高品質化、利便性向上（公
的手続きの迅速化・公的サービス拡充等）

交通渋滞、道路や橋の老朽化対策等の社会課題解決

教育や研究など学問の発展に役立てる場合

地域振興・観光など地域経済の活性化に繋がる場合

（%）



ICT の急速な進化がもたらす
社会へのインパクト第 4 章

○社会保障・税番号（マイナンバー）は幅広い分野での活用が期待される。 
○安全・安心分野、医療・介護等分野を中心に「ICTを活用した街づくり」への期待が高まりつつある。
図表　�マイナンバー導入で活用を希望するサービス

（地方公共団体アンケート）
図表　�「ICTを活用した街づくり」への取組�

（地方公共団体アンケート）
図表　�「ICTを活用した街づくり」期待する分野�

（地方公共団体アンケート）
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○ネット依存では我が国は他国と比べ高い傾向にはない。SNSやスマートフォン利用で得られるメリットも大きい。
○日本は SNSを匿名で利用する率が高いが、匿名利用によるリスクへの認識も高い。

図表　ネット依存傾向 図表　SNS利用におけるメリット 図表　�Twitter の実名・匿名利用
の割合

図表　�匿名利用における特定される
リスクに対する認識
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○�スマートフォン利用に伴い、おおむね半数程度でアカウントやパスワードが増えているが、パスワードの使い
回しが 8割であり、定期的に変更しているのは 1～ 2割。

図表　�スマートフォン利用によるアカウント・
パスワードの変化

図表 パスワードの使い回し 図表 パスワードの変更タイミング
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